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Abstract
         Two big earthquakes occurred in the recent years in Niigata prefecture. One of them occurred in the 2004 and 
named as Mid-Niigata earthquake. The next occurred in the 2007 and named as Chuetsu Oki earthquake. The impact 
of 2004 Mid-Niigata earthquake on livelihood of the citizen experienced a great lesson in social and management level. 
Different problem on livelihood of people were identified. Considering shortcoming of the earthquake related problem 
of 2004 earthquake, it made easier to plan in advance for the future earthquake preparedness. In shelter houses, 
escape ways were written with different languages as per the requirement. It helped to flee away foreigners during 
aftershocks. or emergency period. However, care take of aging people could not address sufficiently. Because, the 
aging society people were heavily suffered from the food related problem.. In addition, the aging people which were 
suffering from different diseases from the past and would need frequent medical treatment as artificial dialysis could 
not treat properly in shelter houses.
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ま え が き

　新潟県では近年２回の地震が発生した．ひとつは2004年に
発生した新潟県中越地震であり，二つ目は2007年に発生した
新潟県中越沖地震である．地震災害は住民生活に多大の影響
を及ぼすが，一方で多くの教訓を残しており，我々はこれら
の教訓から次に発生する災害に備えて準備を行ってきてい
る．具体的には，地震災害では多くの人的被害が発生するた
め，防災活動においては死傷者の低減が最も重要な目標であ
り，家屋の耐震性向上や家具の固定の推進，また災害発生に
備えた消火，救出・救護の訓練が行われてきている．一方，
一次災害を生き延びた住民はライフラインの途絶した被災地
での生活を余儀なくされる．被災者の多くは，被災直後から
被災ストレスにさらされるほか，生活環境の悪化，健康管理
が不十分となり，さらに被災地域の高齢化と被災生活の長期
化が二次災害を深刻化させている．要援護者の防災対策とし
ては迅速な避難のあり方が検討されているが，本稿では2007
年の新潟県中越沖地震における外国人，高齢者，疾病患者な
どの要援護者の被災生活における二次災害対策と今後の課題

について2004年の新潟県中越地震の教訓とともに検討する．

新潟県中越沖地震の発生

　2007年７月16日午前10時13分，新潟県中越沖の深さ17㎞を
震源とするマグニチュ－ド6.8の地震が発生し，最大震度６
強の揺れが柏崎市，刈羽村，長岡市を襲った．この地震によ
り，表－１の大きな被害が発生し，その後の住民生活に大き
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表－１

被害の種類 被害数

人的被害（人）
死者 15
重軽傷者 2315

住宅被害（棟）

全壊 1320
大規模半壊 857
半壊 4783
一部損壊 34719

ライフライン被害
電気（停電戸数） 35344
ガス（停止戸数） 35150
上水道（断水戸数） 61532
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な影響を与えた．

３．被 災 生 活

　被災地域の住民は，①自治体による避難指示，勧告，②自
宅の全壊･半壊，焼失などによる居住不能，③家具転倒など
による生活不能，④土砂崩れなどの危険回避の自主判断，⑤

ライフライン途絶による生活不便，⑥余震の不安などを理由
とし，自宅での生活を断念して避難所等での不便な生活を強
いられた（図－１）．図－２は新潟県中越沖地震での避難所
数と避難者数の推移を示したものであるが，最大12,483人が
116箇所の避難所へ避難した．
　避難者数は７月17日午前に最高となり同日午後から減少し
たが，これは自主的に避難した家での片付けが進むほか，ラ
イフラインの復旧，余震不安の解消，避難所生活の忌避など
が理由と考えられる．しかし，自治体による避難指示，勧告
の継続や自宅の全壊･半壊による居住不能，危険度判定によ
る立ち入り制限及びライフラインの途絶の継続などがある場
合は，避難所生活を継続するほかない．被災者は生活環境の
全く異なる被災生活を続け，９月25日には応急仮設住宅へ
2961人が入居している．
　中越沖地震の発生時期は，梅雨時期から真夏にかけての季
節であり，災害がなくとも高齢者や乳幼児には厳しい高温多
湿の環境下であるが，体育館などの避難所では冷房設備がな
いことも加わり，さらに避難生活の環境は悪化した．図－３
は柏崎市の被災後の最高気温と最低気温の変化を示している

図－１　避難所の生活　2007．７．18

図－２　新潟県中越沖地震の避難所数と避難者数

図－３　柏崎市の最低，最高気温の変化　2007年（気象庁ホームページのデータより作成）
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が，８月に入ってからは最高気温が30℃を越える日が続き，
避難所の室内温度は更に高くなっていた．
　避難所を開設した柏崎市と刈羽村では，早期から新潟県や
他の自治体の協力を得て被災者援護に努めた．その結果，給
水車による水の供給が始まるとともに，食料ではパンや包装
おにぎり等が届けられた（図－４）．また，自衛隊の炊き出
しなども行われ被災者から喜ばれた（図－５）．

　この自治体からの支援の多くは被災者全体に対して公平に
なるように行われたが，被災者の生活条件は多様であり，こ
れらの支援が届きにくい被災者や様々な障害により救援物資
の入手や利用などに課題のあった要援護者が含まれていた．
柏崎市の人口は93,518人，高齢化率は26.2%（平成19年３月
31日現在）であり，全国平均20.8%及び新潟県平均24.5%（平
成18年10月１日現在）を上回っていた．高齢化の進展により，
きめ細かな要援護者対策が不可欠となっている．

要援護者と避難所における課題

　表２は，避難所における要援護者の特性について整理した
ものであるが，被災時の支援が届きにくい要援護者は平常時
から固有の事情があり，それらの事情は情報伝達，食事の質
的配慮，避難所での集団生活の３つの課題に大別できると考
えられる．
情報伝達
　被災地の情報提供には①災害無線（戸別受信機，屋外拡声
器），②コミニュテイＦＭ，③避難所の掲示，④携帯電話・メー
ルなどがある．しかし，外国人や視覚，聴覚障害者にとって
は適切な情報を得られない場合が多かった．
①　外国人
　新潟県中越沖地震では，被災地の住民だけでなく外国から
の渡航者，留学生なども同時に被災した．柏崎市の外国人登
録者は27カ国からの859名（H18年12月現在）となっており，
避難所へ避難した外国人は最大で107名（７月18日時点）と
なった（表－３）．言葉の通じない外国人被災者にとっての
被災生活では，情報入手が困難となり不安は一層増大する．
３年前の新潟県中越地震では，避難所の掲示や拡声器による
生活情報の提供は日本語によるものがほとんどであったが，
このたびの中越沖地震の避難所では，英語（表－４），中国
語（表－５），ハングル（表－６）をはじめとして，ポルト
ガル語，タガログ語など被災地に在住していた外国人の話す
言語で表記された掲示が行われ，避難生活での注意事項や相
談窓口の連絡先を知らせることができ、過去の災害教訓が生
かされた．

図－４　避難所での食料の配布

図－５　自衛隊による炊き出し

要支援者 情報伝達 食事の質 集団生活
１ 高齢者（要介護） 課題あり
２ 高齢者（認知症） 課題あり 課題あり
３ 高齢者（摂食･嚥下障害者） 課題あり
４ 乳幼児（食物アレルギーを含む） 課題あり
５ 慢性疾患患者（食事療法者） 課題あり
６ 外国人 課題あり 課題あり
７ 視覚障害者 課題あり
８ 聴覚障害者 課題あり
９ 発達障害児童 課題あり
10 身体障害者（車椅子使用者など） 課題あり

表－２　要支援者の課題
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表－３　避難所における外国人避難状況

表－４　避難所に掲示された英語表記の情報 表－５　避難所に掲示された中国語表記の情報

市町村名 避難場所
7/16

22：20

7/18

8:30

7/21

20：00

7/22

20：00

7/23

20：00

7/24

19：00

7/25

19：00

7月26日現在　外国人避難者数

備考
合計

内訳

中国人 韓国人 ロシア人 その他

柏崎市 中通小学校 1 2 1 1 1 1 1 1 フランス

（62箇所） 中通コミセン 1

比角小学校 8 3 6 6 3 3 3 3 フィリピン

枇杷島小学校 2 5 6 6 4 4 4 1 1

枇杷島コミセン 62 62 17 14 14 1

半田小学校 2 1 1 1 1 6

半田コミセン 5

剣崎小学校 3

上米田コミセン 1

元気館 9 10 13 16 16 16 16 14 10 中国残留孤児、タイ４

柏崎工業高校 1 1 1 1 1 1 フィリピン（男性）

柏崎小学校 21 8 8 8 6 8 タイ

第一中学校 10数名 6 6 6 6 6 6

荒浜小学校 3 3

合計（10施設） 96 107 46 62 57 41 43 34

※（注１） 12% 13% 5% 7% 7% 5% 5% 4%

見附市 中央公民館 14 0 0 0 0 0 0 0

〈備考〉ピーク時の外国人避難者数：107名（７月18日時点）、前日34名

※注１は、避難者/柏崎市内外国人登録者数の割合　％
【参考】柏崎市内外国人登録者数　859人（H18．12末現在）
　　　　　内訳：中国	 452人	 （留学生220人（うち産大留学生216人））
　　　　　　　　フィリピン	 147人
　　　　　　　　タイ	 89人
　　　　　　　　韓国・朝鮮	 62人
　　　　　　　　ブラジル	 22人
　　　　　　　　ロシア	 9人

避難所における外国人避難状況� 7月26日20：00現在新潟県国際課
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②　視覚障害者，聴覚障害者
　視覚障害者は避難所の掲示（図－６）及び携帯メールの利
用ができないため，水や食料の配布状況や生活情報を把握す
るには課題が残った．また，聴覚障害がある場合は，被災地
内の行政サービス放送などを入手しづらい．被災時は，障害
のない被災者であっても生活情報の充分な入手は難しいが，
視覚，聴覚に障害のある被災者にとってはより一層の困難が
伴っている．被災地の情報提供や避難所の運営面において
は，要支援者のニーズの把握方法が課題となっている．
食事の質
　非常食は配給対象を特定していないため，被災者には救援
食料が届いても様々な障害のため，又は病気の悪化を懸念し
て，届けられた食料を食べることができない要援護者がいた．

表－６　避難所に掲示されたハングル表記の情報

図－６　避難所の生活情報掲示

①　高齢者（摂食･嚥下障害者）
　咀嚼機能障害のため噛むことができない高齢者にとって，
避難所で配給されるおにぎり，パンなどは食べにくい．また，
非常食や救援食料の多くは，主食系で炭水化物主体となって
おり短期間の使用を前提としていることが多く，ライフライ
ンが長期にわたって復旧できないことを想定していない．お
にぎりやパン，お粥だけの食生活が長引いた場合，たんぱく
質，食物繊維，ビタミンやミネラルが不足することとなり，
体力や免疫力を低下させていると懸念された．自衛隊の炊き
出しや一部の救援物資には肉や魚缶詰及び野菜ジュースなど
の栄養面に配慮した食品が届けられたが，質的な対応は避難
所間で異なった．多くの被災高齢者は，精神的なショックと
ライフライン途絶と気温上昇による生活環境の悪化に加え
て，栄養状態の悪化による健康被害の発生が懸念された．
　嚥下機能障害をもつ高齢者にとって，とろみ調整剤を使用
して飲料にトロミをつけることが肺炎予防のために不可欠で
あり，要援護者の特性への配慮が非常時の食事にも必要と
なっている．
②　乳幼児（食物アレルギーを含む）
　乳幼児のミルクは毎日必要な食品であり，買い置きがある
と災害時に役立つ．しかし，自宅の損壊や焼失により買い置
きを取り出すことができない場合は，避難所での救援に頼ら
ざるを得ない．一方，避難所で初期に配給される食品は，個
別ニーズを把握する余裕のない中での救援物資であり，ミル
クなどが含まれていることは少ない．中越沖地震では，食事

（栄養）に関するニーズを把握するために図７の掲示が避難
所で行われたが，ニーズ把握から調達，配給まで日数が必要
となるため，今後は自助としての備蓄拡大と被災時の迅速な
提供システムが課題となっている．
③　慢性疾患患者
　避難所では，自衛隊やボランティアなどからの炊き出しが
行われ，温かくて野菜などを使用している献立もあり被災者
に喜ばれた．しかし，糖尿病や腎臓病などの慢性疾患患者に
とってはカロリーや塩分，たんぱく質の量などを知ることが

図－７　避難所でのニーズの把握
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できなかった．今後は，献立の栄養成分表示や食事量を計量
する秤の準備と栄養士による指導方法などが課題と思われ
る．また，平常時には手作りの食事で食事療法を行っている
患者でも，災害に備えて自分に適した特別用途食品などを備
蓄するなどの自助の取り組みも同時に必要となっている．
④　外国人
　海外からの渡航者の中には，食べ物に宗教上の禁忌のある
外国人（例えば，イスラム教徒は豚肉を食べないし，ヒンズー
教徒は牛肉を食べない）もいるが，災害時だからといって禁
忌を破る食生活を行うということはない．自助としての買い
置きとともに，非常食や救援物資には英文などの原材料表記
なども課題となっている．
集団生活
　避難所での生活はプライバシーの確保が難しく，認知症の
行動や介護，授乳などで課題があった．
①　高齢者（要介護），高齢者（認知症），発達障害児童，身
体障害者（車椅子使用者）

　排泄などに介護が必要な高齢者や認知症の高齢者，及び障
害者をもつ家族にとって避難所でプライバシーを守ることは
難しく，家族は個室や介護保険施設などへの一時的な入所を
希望する事が多い．新潟県は被災地外の旅館やホテルへ受け
入れを要請するとともに，９ヵ所の福祉避難所を３市村に合
計135人規模で設置し，中越沖地震後から８月31日まで開設
して高齢者などに対応した（表－７）．今後は，福祉避難所
の周知や更なる活用方法と支援策が課題と思われる．

要援護者のさらなる課題

透析治療
　透析患者にとって，病院が被災し透析不能となれば生命が
脅かされる．中越地震では停電，断水，水処理装置の破損な
どで３施設の血液透析患者約340人の透析治療が不能となっ
た．このとき，長岡地区の透析医が中心となり早期に患者の

受け入れ先を確保し，地方自治体などによる情報収集と提供，
患者搬送の支援，及び新潟県内外の透析施設の協力により，
被災地の患者に混乱はなかった．その後，災害時には被災病
院の情報と受け入れ先の病院情報の収集と提供を迅速に行う
ことが重要であることの認識が深まり，中越沖地震ではより
迅速な情報把握が行われた．今後は，さらに災害時の情報
ネットワークの改善が課題となっている．
仮設トイレ
　仮設トイレは中越地震の教訓が活かされ，必要な数量を迅
速に設置することができた（図－８）が，和式トイレが大半
だったため足が不自由な高齢者にとっては階段のある和式ト
イレは使いづらかった（図－９）．そのため，高齢化社会を
むかえて洋式の仮設トイレ設置への要望が強く，また和式を
使用する機会の少ない若者が増えており，今後の災害時の課
題として洋式の仮設トイレ設置の拡大が必要となっている．
積雪と地震の複合災害
　新潟県中越地震は秋に発生し，中越沖地震は夏に発生して，
雪のある冬季での発生ではなかったが，新潟県中越地方は新
潟県中越地震の直後に２年続いて豪雪による雪害を経験して

名称 住所 規模 開設期間
１ 刈羽村デイサービスセンターきらら 刈羽村　大字刈羽 10人 ７月17日～７月31日
２ 特別養護老人ホームいこいの里 柏崎市　大字左水 10人 ７月19日～７月31日
３ 長浜デイサービスセンターふれあい 柏崎市　長浜町 10人 ７月20日～７月31日
４ 元気館障害者デイサービスセンター 柏崎市　栄町 10人 ７月20日～８月５日
５ 特別養護老人ホームくじらなみ 柏崎市　鯨波 10人 ７月29日～８月17日
６ 刈羽村老人福祉センター 刈羽村　大字刈羽 30人 ７月18日～８月20日
７ 柏崎市柏崎小学校 柏崎市　学校町 30人 ７月19日～８月31日
８ 県立柏崎高等学校　セミナーハウス（米峰会館） 柏崎市　学校町 20人 ７月21日～８月31日

９
新潟ふれあいプラザ（障害者交流センター）
＊身体障害者・人工透析患者用

新潟市　江南区 ５人 ７月21日～８月31日

計 ９箇所 ３市村 135人 ７月17日～８月31日

表－７　福祉避難所の設置状況

2007．９．３　新潟県福祉保健部資料

図－８　避難所に設置された仮設トイレ
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いる．積雪と地震災害が同時に発生した場合，以下のような
被害の拡大が想定され，被災者の生活は更に厳しくなること
が想定される．
⑴　直接的な被害
　①　屋根雪荷重により家屋の損壊戸数が増大し，死傷者も

増加する．
　②　倒壊家屋からの救出は，積雪及び降雪により困難が増

大する．
　③　降雪により道路の損壊程度が分かり難くなるため，交

通事故が増加する．また，救出範囲が狭められる．
　④　消雪パイプなどが破損するため，道路などの除雪に支

障が発生し，要援護者の避難や救援活動が制限される．
　⑤　斜面の積雪が崩落して雪崩が発生する．
⑵　間接的な被害
　①　暖房のない避難所では，低温による健康被害が増大す

る．

図－９　段差のある和式トイレ

　②　避難所周囲の除雪に支障が出るため，車やテントの避
難が制限される．

　③　屋外に設置した仮設トイレの夜間除雪に支障がでるた
め，高齢者などは水分摂取を控えて健康被害が増大する．

　図10は，新潟県中越地震後に小千谷市の自主防災組織に
行ったアンケート結果（平成19年３月，日本防災士会　新潟
県支部）である．新潟県中越地震を経験した36の自主防災組
織のリーダーの89％は，深夜や降雪期・積雪期，夏場での地
震発生のための防災活動が必要と答えており，今後は更に深
刻な被害発生を想定した具体的な防災対策や防災訓練が必要
と感じていることがわかった．
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